
●�問い合わせ先�
財務課財政係 
☎55 ‐ 1147

■主な財務用語解説
・�自主財源＝市税や使用料、手
数料など、地方自治体が自主
的に収入しうる財源をいい、自
主財源の割合が高いほど、財
政が安定しているといえます。

・�地方交付税＝地方公共団体間
の財政格差をなくし、どの団
体においても一定の行政サー
ビスが提供できるよう、国が
地方公共団体に対して交付す
るものです。

・�市債＝市が公共施設の整備な
ど多額の費用を必要とする場
合に、国や金融機関などから
調達する長期的な借入金

・�義務的経費＝人件費（職員給
与など）や扶助費（児童扶養
手当、生活保護費など）、公
債費（借金の返済）といった、
支出することが制度的に義務
付けられている経費

・�投資的経費＝道路などのイン
フラ整備や公共施設の整備な
どに要する経費

（単位：千円，％、△は減）

会　 計　 名 令和４年度当初予算🄐 令和３年度当初予算🄑 比較🄐 -🄑 伸率🄐 -🄑 /🄑
一般会計 13,340,000 12,820,000 520,000 4.1

特
別
会
計

国民健康保険特別会計（事業勘定） 2,950,647 2,804,935 145,712 5.2
後期高齢者医療特別会計 633,680 658,862 △ 25,182 △ 3.8
農業集落排水事業特別会計 41,044 40,561 483 1.2
公共下水道事業特別会計 105,897 108,483 △ 2,586 △ 2.4
漁業集落排水事業特別会計 2,844 2,290 554 24.2
介護保険特別会計（事業勘定） 2,623,928 2,661,236 △ 37,308 △ 1.4
市木診療所特別会計 67,992 74,683 △ 6,691 △ 9.0

小　　　　　計 6,426,032 6,351,050 74,982 1.2
病院事業会計（収益的支出および資本的支出） 2,558,168 2,345,077 213,091 9.1
水道事業会計（収益的支出および資本的支出） 841,364 808,943 32,421 4.0

合　　　計 23,165,564 22,325,070 840,494 3.8

重
点
施
策
事
業
な
ど

※　 は新規事業新

　

歳
入
予
算
の
財
源
構
成

に
つ
い
て
、
自
主
財
源
が

対
前
年
度
比
で
４
億
７
，

７
０
８
万
５
千
円
、
率
に
し
て
14
・

3
％
の
増
と
な
っ
て
い
ま
す
。
こ
れ
は
、

寄
附
金
が
４
億
円
の
増
と
な
っ
て
い
る

こ
と
が
主
な
要
因
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

地
方
交
付
税
に
つ
い
て
は
、
地
方
財

政
計
画
に
お
い
て
、
対
前
年
度
伸
び
率

で
３
・
５
％
の
増
と
な
っ
て
お
り
、
本

市
に
お
い
て
は
、
今
年
度
の
市
税
の
減

を
考
慮
し
、
普
通
交
付
税
は
、
対
前
年

度
比
率
で
４
・
０
％
の
増
、
特
別
交
付

税
は
、１
・
８
％
の
増
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

市
債
に
つ
い
て
は
、
串
間
市
中
心
市

街
地
ま
ち
づ
く
り
事
業
な
ど
の
事
業
費

が
減
と
な
り
、
対
前
年
度
比
で
２
億
６
，

５
１
０
万
円
、
率
に
し
て
22
・
０
％
の

減
と
な
っ
て
い
ま
す
。

令
和
４
年
度

一
般
会
計
当
初
予
算
概
要

歳 入

義務的経費：6,109,725千円（45.8%）
投資的経費：1,213,021千円（ 9.1%）
その他経費：6,017,254千円（45.1%）

人件費
2,208,907千円
（16.6%）

市税
1,828,719千円

（13.7%）

分担金および負担金
55,108千円

（0.4%）

使用料および手数料
141,210千円

（1.1%）

繰入金 759,915千円
（5.7%）

寄附金 800,000千円
（6.0%）

地方消費税交付金
420,000千円

（3.1%）

地方交付税
4,750,000千円

（35.6%）

国庫支出金
1,962,674千円

（14.7%）

県支出金
1,227,964千円

（9.2%）

その他
217,600千円

（1.6%）市債
937,900千円

（7.0%）

その他
238,910千円

（1.8%）

扶助費
2,978,272千円
（22.3%）

公債費
922,546千円
（6.9%）

公債費
922,546千円
（6.9%）

普通建設事業費
1,106,623千円（8.3%）

災害復旧事業費等
106,398千円（0.8%）

維持補修費
90,210千円
（0.7%）

補助費等
1,889,462千円
（14.2%）

繰出金
1,354,889千円

（10.2%）

その他 394,442千円
（3.0%）

物件費
2,288,251千円
（17.2%）

自主財源：3,823,862千円（28.7%）
依存財源：9,516,138千円（71.3%）

歳 出 歳 入

　

義
務
的
経
費
に
つ
い
て

は
、
対
前
年
度
比
で
３
，

６
５
８
万
円
、
率
に
し
て

０
・
６
％
の
増
と
な
っ
て
い
ま
す
。
こ

の
う
ち
、
人
件
費
は
、
消
防
団
員
の
報

酬
の
増
に
よ
り
０
・
８
％
の
増
、
扶
助

費
は
、
生
活
保
護
受
給
者
数
の
増
に
よ

り
０
・
５
％
の
増
、公
債
費
は
、０
・
４
％

の
増
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

投
資
的
経
費
に
つ
い
て
は
、
対
前

年
度
比
で
５
億
３
，
１
７
１
万
９
千
円
、

率
に
し
て
30
・
５
％
の
減
と
な
っ
て
い

ま
す
。
こ
れ
は
、
普
通
建
設
事
業
費
の

う
ち
、
串
間
市
中
心
市
街
地
ま
ち
づ
く

り
事
業
の
減
が
主
な
要
因
と
な
っ
て
い

ま
す
。

　

そ
の
他
の
経
費
に
つ
い
て
は
、
物
件

費
は
、
対
前
年
度
比
で
５
億
６
，
０
１

６
万
５
千
円
、
率
に
し
て
32
・
４
％
の

増
、
補
助
費
等
は
、
対
前
年
度
比
で
４

億
２
，
３
５
１
万
７
千
円
、
率
に
し
て

28
・
９
％
の
増
と
な
っ
て
い
ま
す
。
こ

れ
は
、
が
ん
ば
っ
ど
ふ
る
さ
と
応
援
基

金
推
進
事
業
の
返
礼
品
の
増
が
主
な
要

因
と
な
っ
て
い
ま
す
。

歳 出

令和４年度
当初予算の

内訳
（特別会計・
企業会計含む）

令和４年度当初予算が成立しました。その概要と重点施策事業などを紹介します。

令和４年度
一般会計当初予算総額 
１３３億４千万円

前年度比

4.1％増

令
和
４
年
度

当
初
予
算
の

主
な
事
業

義務的経費：6,109,725千円（45.8%）
投資的経費：1,213,021千円（ 9.1%）
その他経費：6,017,254千円（45.1%）

人件費
2,208,907千円
（16.6%）

市税
1,828,719千円

（13.7%）

分担金および負担金
55,108千円

（0.4%）

使用料および手数料
141,210千円

（1.1%）

繰入金 759,915千円
（5.7%）

寄附金 800,000千円
（6.0%）

地方消費税交付金
420,000千円

（3.1%）

地方交付税
4,750,000千円

（35.6%）

国庫支出金
1,962,674千円

（14.7%）

県支出金
1,227,964千円

（9.2%）

その他
217,600千円

（1.6%）市債
937,900千円

（7.0%）

その他
238,910千円

（1.8%）

扶助費
2,978,272千円
（22.3%）

公債費
922,546千円
（6.9%）

公債費
922,546千円
（6.9%）

普通建設事業費
1,106,623千円（8.3%）

災害復旧事業費等
106,398千円（0.8%）

維持補修費
90,210千円
（0.7%）

補助費等
1,889,462千円
（14.2%）

繰出金
1,354,889千円

（10.2%）

その他 394,442千円
（3.0%）

物件費
2,288,251千円
（17.2%）

自主財源：3,823,862千円（28.7%）
依存財源：9,516,138千円（71.3%）

歳 出 歳 入

防
災
対
策
事
業

防
災
行
政
無
線
操
作
卓
の
更
新
お
よ

び
機
能
強
化
な
ど
を
行
い
、
災
害
な

ど
の
未
然
防
止
や
防
災
行
政
に
必
要

な
通
信
体
制
の
強
化
を
図
る
。

151,034
千円

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス

ワ
ク
チ
ン
接
種
体
制 

整
備
事
業

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
に
か

か
る
ワ
ク
チ
ン
接
種
の
た
め
に
必
要

な
体
制
整
備
を
行
い
、
ワ
ク
チ
ン
接

種
が
円
滑
に
進
行
す
る
こ
と
を
目
的

と
す
る
。

29,797
千円

食
用
か
ん
し
ょ
産
地 

維
持
緊
急
対
策
事
業

サ
ツ
マ
イ
モ
基
腐
病
対
策
の
継
続
支

援
を
行
う
こ
と
に
よ
り
、
農
家
経
営

の
安
定
化
お
よ
び
産
地
維
持
を
図
る
。

23,225
千円

公
営
住
宅
等
関
連 

推
進
事
業

経
年
劣
化
し
て
い
る
住
宅
の
長
寿
命

化
改
修
工
事
を
行
い
、
安
心
・
安
全

な
住
環
境
の
提
供
を
行
う
。

34,568
千円

環
境
衛
生　

臨
時

ゼ
ロ
カ
ー
ボ
ン
シ
テ
ィ
串
間
の
実
現

に
向
け
た
指
針
と
な
る
、
温
暖
化
対

策
実
行
計
画
（
区
域
施
策
編
）
を
策

定
す
る
。

10,912
千円

地
域
経
済
活
性
化 

プ
レ
ミ
ア
ム
商
品
券 

事
業

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
に
よ

り
影
響
を
受
け
た
市
内
消
費
を
喚
起

す
る
た
め
、
串
間
商
工
会
議
所
に
対

し
て
プ
レ
ミ
ア
ム
商
品
券
発
行
に
係

る
経
費
を
補
助
す
る
。

77,283
千円

１
０
０
歳
健
康
増
進 

運
動
検
証
事
業

本
市
の
豊
か
な
自
然
環
境
を
生
か
し
た

健
康
増
進
プ
ロ
グ
ラ
ム
や
新
た
に
芽
吹

い
た
価
値
（
地
方
へ
の
関
心
、
健
康
志

向
の
高
ま
り
）
を
享
受
で
き
る
環
境
を

創
造
す
る
た
め
の
調
査
を
行
う
。

4,263
千円

新

先
進
的
ゼ
ロ
カ
ー
ボ
ン

推
進
事
業

国
の
脱
炭
素
ロ
ー
ド
マ
ッ
プ
に
即
し

た
、
先
進
的
な
ゼ
ロ
カ
ー
ボ
ン
の
取

り
組
み
を
行
っ
て
い
る
事
業
者
に
対

す
る
補
助
を
行
う
。

4,500
千円

新

Ｅ
Ｖ
等 

導
入
促
進
事
業

移
動
に
伴
い
排
出
さ
れ
る
二
酸
化
炭

素
を
削
減
し
、
ゼ
ロ
カ
ー
ボ
ン
シ
テ
ィ

串
間
の
実
現
に
寄
与
す
る
Ｅ
Ｖ
な
ど

を
購
入
し
た
者
へ
の
補
助
を
行
う
。

1,500
千円

新

キ
ャ
ッ
シ
ュ
レ
ス 

決
済
推
進
事
業

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
に
よ
り

影
響
を
受
け
た
市
内
消
費
を
喚
起
す
る

と
と
も
に
、
キ
ャ
ッ
シ
ュ
レ
ス
決
済
を

推
進
し
、
市
内
事
業
者
に
対
し
て
「
新

し
い
生
活
様
式
」
へ
の
移
行
を
促
す
。

26,500
千円

新

お
い
で
よ
！
串
間
市
！ 

キ
ャ
ン
ペ
ー
ン
事
業

旅
行
者
の
消
費
喚
起
を
促
し
、
地
域

の
観
光
・
関
連
産
業
に
経
済
効
果
を

も
た
ら
す
た
め
、
宿
泊
者
を
対
象
と

し
た
地
域
ク
ー
ポ
ン
券
事
業
を
実
施

す
る
。

25,000
千円

新

新
消
防
庁
舎
整
備 

基
本
計
画
策
定
事
業

串
間
市
事
前
防
災
ま
ち
づ
く
り
構
想

に
基
づ
き
、
新
消
防
庁
舎
移
転
の
た

め
の
基
本
計
画
策
定
を
行
う
。

18,322
千円

新

福
島
小
学
校 

長
寿
命
化
改
良
事
業

福
島
小
学
校
の
長
寿
命
化
改
良
工
事

に
向
け
た
基
本
設
計
お
よ
び
実
施
設

計
を
行
う
。

75,033
千円

新

東
九
州
自
動
車
道 

用
地
先
行
取
得
体
制 

支
援
事
業

東
九
州
自
動
車
道
整
備
に
必
要
な
事

業
用
地
の
先
行
取
得
体
制
構
築
に
向

け
た
土
地
開
発
公
社
の
設
置
。

6,613
千円

新

※�構成比については、四捨五入のため、 
内訳と合計が一致しない場合があります。

※�構成比については、四捨五入のため、 
内訳と合計が一致しない場合があります。

7  Kushima City Public Relations, 2022. ４, Japan 広報 くしま 　2022 年４月号  6


